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公益社団法人日本看護協会 専門看護師細則 

 

第１章 総 則 

 

第１条 専門看護師規程（以下「規程」という。）の施行にあたり、規程に定められた以外の事項に

ついては、この専門看護師細則（以下「細則」という。）の規定に従うものとする。 

 

第２章 専門看護師制度委員会 

 

第２条 専門看護師制度委員会（以下「制度委員会」という。）は、５名以上の委員をもって構成す

る。 

２ 制度委員会の委員の任期は２年とし、再任を妨げない。 

３ 制度委員会の委員長及び副委員長は、委員の互選によって選任する。 

 

第３条 制度委員会は、規程第５条に基づき、専門看護師制度の実施や改善のための検討を行う。そ

の役割には、専門看護分野の特定を含む。 

 

第４条 制度委員会は、委員の２分の１以上の出席がなければ会議を開くことができない。 

２ 決議を要する事項については、出席者の３分の２以上をもって決する。 

 

第５条 制度委員会の議事については、その経過及び結果を記載した議事録を作成する。 

 

第３章 他の看護関係の組織との連携 

 

第６条 規程第８条の規定により、他の看護関係の組織との協議会を別に設ける。協議会の運営方法

等は、常務理事会において決定する。 

 

第４章 専門看護分野の特定 

 

第７条 規程第１０条の規定により、専門看護分野の特定は、制度委員会が次の事項について審議し、

すべて満たすと認めた分野で、理事会の決議を経て行うものとする。 

（１）既に専門看護分野の教育課程が現存し大学院等で実施されているもの。なお、教育課程につ 

いては日本看護系大学協議会又はそれと同等以上の組織が提言しているもの。 

（２）専門看護分野の教育を修了し、専門看護師の受験資格を満たしている者が現時点で３名以上、 

臨床専門分野（地域を含む）で実践していること。 

 

第８条 専門看護分野の特定を申請する者は、次の各号に定める申請書類を制度委員会に提出しなけ

ればならない。 

（１）専門看護分野特定申請書 

（２）教育課程報告書（専門看護師の受験資格を満たしている者が受けた教育背景） 

（３）専門看護師実績報告書（３名以上） 

 

第９条 専門看護分野特定の申請は、毎年３月末までに、申請書類を提出する。 

 

第１０条 現在特定されている専門看護分野は次の分野である。 

 精神看護、がん看護、地域看護、老人看護、小児看護、母性看護、慢性疾患看護、急性・重症患者

看護、感染症看護、家族支援、在宅看護、遺伝看護、災害看護、放射線看護 

２ 専門看護師の専門看護分野を示す際の英語での表記法は、１項に示す分野名の順に下記のとおり

とする。なお、資格名称の英語表記は、「Certified Nurse Specialist in （専門看護分野名）」
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とする。 

Psychiatric Mental Health Nursing, Cancer Nursing, Community Health Nursing,  

Gerontological Nursing, Child Health Nursing, Women 's Health Nursing, Chronic Care Nursing, 

Critical Care Nursing, Infection Control Nursing, Family Health Nursing, Home Care Nursing, 

  Genetics Nursing，Disaster Nursing，Radiological Nursing 

 

第５章 専門看護師の認定 

 

第１節 専門看護師を認定する委員会 

 

（認定委員会） 

第１１条 専門看護師認定委員会（以下「認定委員会」という。）は、５名以上の委員をもって構成

する。制度委員は、認定委員を兼務することができる。 

２ 認定委員の構成は、専門看護分野の専門家を含まなければならない。 

３ 認定委員の任期は２年とし、再任を妨げない。 

４ 認定委員会の委員長及び副委員長は、委員の互選によって選任する。 

 

第１２条 認定委員会は、委員の２分の１以上の出席がなければ会議を開くことができない。 

２ 決議を要する事項については、出席者の３分の２以上をもって決する。 

 

第１３条 認定委員会の議事については、その経過及び結果を記載した議事録を作成する。 

 

（認定実行委員会） 

第１４条 専門看護師認定実行委員会（以下「認定実行委員会」という。）の委員の定数は、専門看

護分野ごとに５名以上とする。 

２ 認定実行委員の任期は２年とし、再任を妨げない。 

３ 各専門看護分野の認定実行委員会の委員長及び副委員長は、委員の互選によって選任する。 

 

第１５条 各専門看護分野の認定実行委員長は、議事録を作成しこれを保管しなければならない。 

 

第１６条 認定実行委員会の委員の氏名は任期中非公開とする。 

 

第２節 受験の申請 

 

第１７条 規程第１９条の規定により、専門看護師認定審査を受験する者（以下「受験者」という。）

は、次の各号に定める内容の専門看護分野の実務研修をしていなければならない。 

（１）専門看護分野における、個人、家族及び集団に対する直接的な看護実践 

（２）専門看護分野における、看護者を含むケア提供者に対するコンサルテーション 

（３）専門看護分野における、必要なケアが円滑に行われるための、保健医療福祉に携わる人々の

間のコーディネーション 

（４）専門看護分野における、個人、家族及び集団の権利を守るための、倫理的な問題や葛藤の解

決をはかる倫理調整 

（５）専門看護分野における、ケアを向上させるための、看護者に対する研修会、研究指導及び講

演会等での活動を含む多様な教育的機能 

（６）専門看護分野において、専門知識及び技術の向上並びに開発をはかるための実践の場におけ

る研究活動 

 

第１８条 受験者は、公益社団法人日本看護協会（以下「本会」という。）に次の各号に定める申請

書類を提出し、理事会が定める審査料を納入しなければならない。 

（１）専門看護師認定審査申請書 
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（２）履歴書 

（３）看護師免許証の写 

（４）専門看護分野の所定の履修単位自己申告書 

（５）教育機関が発行する履修単位証明書 

（６）勤務先の長が証明する勤務証明書  

（７）看護実績報告書 

イ 直接的看護実践の事例分析の報告書 

ロ コンサルテーションに関する報告書 

ハ コーディネーションに関する報告書 

ニ 倫理調整に関する報告書 

ホ 教育的機能に関する報告書 

ヘ 研究業績に関する報告書 

２ 既納の審査料は、いかなる理由があっても返還しない。 

 

第３節 専門看護師の審査及び認定 

 

第１９条 認定実行委員会は、規程第２１条の規定により専門看護師認定審査の受験者に対し、書類

審査及び筆記試験を行う。 

２ 規程第１９条に定める受験資格を満たす者に限り、認定審査を受けることができる。 

３ 日本看護系大学協議会に認定された専門看護師教育課程以外の修士課程修了者は、第１項に定め

る専門看護師認定審査の前に教育要件についての受験資格審査を受けることができる。その際の提

出書類は細則第１８条（１）から（５）とし、詳細は認定委員会が別に定める。 

 

第２０条 認定実行委員会は、最終的な審査結果及び出願書類を、認定委員会に提出し報告する。 

 

第２１条 認定委員会は、認定実行委員会の審査結果をもとに審議を行い、合格者を会長に報告する。 

 

第２２条 専門看護師の認定を受け認定証の交付を受ける者は、本会に理事会が定める認定料を納入

しなければならない。 

 

第２３条 規程第２１条の規定による専門看護師審査を行うにあたっては、本会公式ホームページに

審査の要領を掲載する。 

 

第６章 専門看護師の認定の更新 

 

第２４条 規程第２６条の規定により、認定の更新を受けようとする者（以下「認定更新申請者」と

いう。）は、認定証取得後５年間で次の各号をすべて満たしていなければならない。 

（１）看護実践時間が２，０００時間以上に達していること 

（２）研修実績及び研究業績等が合わせて１００点以上であること 

 

第２５条 認定更新申請者は、本会に次の各号に定める申請書類を提出し、理事会が定める審査料を

納入しなければならない。 

（１）専門看護師認定更新申請書 

（２）履歴書 

（３）勤務先の長の証明する勤務証明書 

（４）認定証取得後５年間の看護実績報告書 

２ 既納の審査料は、いかなる理由があっても返還しない。 

３ 認定更新の申請期間については、認定委員会が別に定める。 

 

第２６条 規程第２６条の規定にかかわらず、病気その他やむを得ない理由があると認定委員会が認
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めた者については、同条に規定する期間を延長することができる。 

 

第２７条 専門看護師の認定更新を受け認定証の交付を受ける者は、本会に理事会が定める認定料を

納入しなければならない。 

 

第７章 専門看護師の再認定 

 

第２８条 規程第３１条の規定に基づき再認定を受けようとする者（以下「再認定申請者」という。）

は、申請時において過去５年間に細則第２４条の各号をすべて満たしていなければならない。 

 

第２９条 再認定申請者は、専門看護師再認定申請書とともに細則第２５条の第２号から第４号に定

める申請書類と理事会が定める審査料を本会に提出しなければならない。この場合、第４号に定め

る申請書類について「認定証取得後５年間」を「申請時において過去５年間」と読替えるものとす

る。 
 

第３０条 専門看護師の再認定を受け認定証の交付を受ける者は、本会に理事会が定める認定料を納

入しなければならない。 

 

第８章 細則の変更 

 

第３１条 この細則は、制度委員会の審議を経て、常務理事会の決議により変更することができる。 

 

 

附 則 
 
１ この細則は、平成７年１１月１０日から施行する。 

１ この細則は、平成８年１１月１５日改正 

（第１０条「地域看護」を追加」 

１ この細則は、平成１２年２月４日改正 

１ この細則は、平成１３年７月１３日改正 

 （第１０条「老人看護」を追加」 

１ この細則は、平成１３年１１月１６日改正 

 （第１０条「小児看護」を追加」 

１ この細則は、平成１４年７月１２日改正 

 （第１０条「母性看護」を追加」 

１ この細則は、平成１５年５月２０日改正 

（保健婦及び保健士を保健師、助産婦を助産師、看護婦及び看護士を看護師に変更） 

１ この細則は、平成１５年７月１８日改正 

 （第１０条「成人看護（慢性）」を追加） 

１ この細則は、平成１６年２月６日改正 

 （第２４条 倫理調整を追加、第２６条 筆記試験を削除） 

１ この細則は、平成１６年７月１６日改正 

 （「第１０条「クリティカルケア看護」を追加） 

１ この細則は、平成１７年２月４日改正 

 （正式名の記載及び条文整理等の改正） 

１ この細則は、平成１８年７月１４日改正 

 （第１０条「感染看護」を追加） 

１ この細則は、平成１９年４月２０日改正 

 （第１７条及び第１８条を改正） 

（実務経験を実務研修に変更し、条文整理） 
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１ この細則は、平成１９年７月１３日改正 

 （第１０条「成人看護（慢性）」を「慢性疾患看護」、「クリティカルケア看護」を「急性・重症

患者看護」、「感染看護」を「感染症看護」に名称変更） 

 （第２項に分野名の英文表記を追加） 

１ この細則は、平成２０年４月１７日改正 

 （第１０条「家族支援」を追加） 

１ この細則は、平成２０年５月１９日改正 

（第２３条「協会ニュース」を「公式ホームページ」に変更） 

１ この細則は、平成２１年２月６日改正 

 （第１９条を改正） 

 （「口頭試問」を「筆記試験」に変更、受験資格審査について追加し、条文整理） 

（第２４条を改正 第２号と第３号を統合し条文整理） 

（第２５条の第３号を削除し条文整理） 

（第７章 「専門看護師の再認定」を追加、第２８条から第３０条を追加し、以下章と条文を繰り

下げ） 

１ この細則は、平成２３年４月２７日改正、平成２３年５月１６日から施行し、各規定は平成２３

年４月１日から適用する。 

１ この細則は、平成２４年４月２０日改正、平成２４年５月９日から施行する。 

 （第１０条 「在宅看護」を追加） 

１ この細則は、平成２４年７月２６日から施行する。 

 （第１８条３号「保健師、助産師及び看護師のいずれかの免許証」を「看護師免許証」に変更） 

１ この細則は、平成２６年２月２８日から施行する。 

（第２条２号「制度委員会の委員の任期は２年とし、再任を妨げない」に変更） 

（第４条、１２条「委員の２分の１以上の出席がなければ会議を開くことができない」、２号「決議

を要する事項については、出席者の３分の２以上をもって決する」に変更） 

（第１８条「専門看護分野における看護実践能力に関する推薦書」を削除） 

（第３１条「この細則は、制度委員会の審議を経て、常務理事会の決議により変更することができ

る」に変更） 

１ この細則は、平成２８年１１月２４日から施行する。 

（第１０条 「遺伝看護」「災害看護」を追加） 

１ この細則は、２０２２年２月２４日に改正し、同日から施行する。 

（第１０条 「放射線看護」を追加） 

 




